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図表 66 再整備する公共交通体系図 

 
 

※Ｄ ： 広域路線、 Ｅ ： 都市内輸送、 Ｇ ： 地域生活拠点内輸送については、 地域公共交通確保維持

事業＊（ 地域内フ ィ ーダー系統確保維持費国庫補助金） を 活用し 、 住民の移動ニーズに対応し

た持続可能な運行を目指す。  

＊地域公共交通確保維持事業と は、 地域の特性・ 実状に応じ た生活交通の確保維持に国から 支援

を受けら れる事業（ 地域内フ ィ ーダー系統は地域公共交通計画に確保又は維持が必要と し て掲

載さ れた運行系統で、 補助対象地域間幹線系統を補完するなどの要件を満たすも の）。  

 

 

長野市地域公共交通計画（ 修正ページのみ抜粋）  
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２ )  都市拠点内輸送 

広域拠点や地域拠点、 一部、 生活拠点内の交通結節点と 病院や高校などの主要施設を 接

続する公共交通で、 来訪者を含めた移動ニーズに対応し ます。  

特に広域拠点においては交通結節点である長野駅と 医療施設、 商業施設、 教育機関等を

接続し 、 広域拠点を来訪する来訪者の様々な移動ニーズに対応し ます。  

都市拠点内輸送は民間交通事業者が主に再整備・ 維持を 行いますが、 公益性が高い路線

については行政が行う も のと し ます。  

なお、 その再整備おいては主要幹線（ 特に鉄道）、 幹線、 都市内輸送と の競合を 避けると

と も にタ ク シーや自転車などの活用も 視野に入れるも のと し ます。  

 

３ )  地域生活拠点内輸送 

地域生活拠点の診療所や商業施設及び幹線等の交通結節点に接続する公共交通で、 地域

住民（ 主に高齢者等交通不便者） の少量の移動ニーズに対応し ます。  

地域生活拠点内輸送は行政と 地域住民が協働し て再整備・ 維持を行う も のと し ます。 ま

た、 その再整備においては、 やむを得ない場合を除き 他の公共交通（ 特に鉄道） と 競合を

避けると と も にタ ク シーなどの活用も 視野に入れるも のと し ます。  

なお、生活中心地においては AI を活用し たデマンド 交通など、自由度の高い移動手段の

導入を 目指し 、 交通空白の解消に努めます。  

※地域内フ ィ ーダー系統補助路線（ 安茂里線、 篠ノ 井共和線、 中条線）  
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以下の路線は、 長野市が目指す都市構造の実現及び住民の生活に必要な移動手段と し て

継続的に確保・ 維持するため、 地域公共交通確保維持事業を活用し ます。  

 

図表 71 地域間幹線・ フ ィ ーダー補助を 受ける路線及び経費の負担割合 
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１ )  路線再整備・ 運行事業 

路線再整備・ 運行事業の内容について記載し ます。  

再整備の基本的な視点は鉄道と の接続強化、 競合状態の整理、 利用者層に合わせた運行

内容の変更になり ます。  

 

( ア)  拠点間路線再整備・ 運行事業 

拠点間を 結ぶ図表 72 に示す各路線の再整備で検討する内容について、 整備方針や公

共交通のあり 方等を検討し た結果を踏まえ、 再整備を行います。  

 

図表 72 拠点間を 結ぶ路線の再整備で検討する内容 
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( イ )  拠点内路線再整備・ 運行事業 

図表 73 に示す路線の再整備で検討する内容について、 整備方針や公共交通のあり 方

等を 検討し た結果を踏まえ、 再整備を 行います。  

 

図表 73 拠点内路線の再整備で検討する内容 
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（ ２ ）  運行環境の整備・ 利便性向上 

１ )  地域生活拠点内輸送の利便性改善調査 

( ア) オンデマンド 交通システム実証実験 

少量輸送と なら ざるを 得ない中山間地域において、 より 効率的な運行を 目指し て、 利

用者のニーズに細かく 対応できる AI を活用し た予約配車システムの実証実験を 行いま

す。 まず、 令和 4 年度に信州新町地区で実証実験を行います。 移動利便性の向上と 移動

需要に見合っ た適正な運行が実現でき るのかの検証を行います。 実証実験の結果、 オン

デマンド 交通が不効率な場合は、 タ ク シーの活用など別の少量移送の導入を 検討し ま

す。   

なお、 実証実験の結果を受け、 地域生活拠点内輸送の利便性が向上するこ と が見込ま

れる場合、 他の地域への展開を進めます。  

 

 

２ )  利便性の高い運賃、 支払方法の検討 

( ア) 運賃設定の再検討 

一人でも 多く の人に使っ ても ら えるよ う に、 運賃設定の再検討を行います。  

地域生活拠点内輸送については、 運行区域が限定さ れ、 競合も 少ないこ と から 均一運

賃と する こ と を検討し ます。 幹線、 準幹線については遠距離移動の運賃負担を軽減する

ために、 運賃上限制等について調査・ 研究を進めます。  

また、 乗継による 利用者の負担を軽減するため、 I C カ ード で利用し た場合 90 分以内

にバス等を乗り 継ぐ と 運賃から 最大 50 円割り 引かれる乗り 継ぎ割引運賃を継続し ま

す。 加えて、 地域生活中心地における地域生活拠点内輸送から 幹線、 準幹線への乗り 継

ぎについては割引額の拡大を 検討し ます。  

 

 

( イ ) I Cカ ード システムの更新 

I C カ ード システムの運用主体である長野市公共交通活性化・ 再生協議会において、

令和７ 年春を 目途に Su ica®をベースに開発さ れた地域連携 IC カ ード の導入を 進めてい

き ます。  
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５ . 地域公共交通のマネジメ ント に対する考え方 

（ １ ）  地域公共交通のマネジメ ント 体制 

本計画に基づく 公共交通の運行・ 維持、その他関連する事業は、「 市民代表」「 交通事業者」「 長

野市」 及び関係機関、 有識者などで構成さ れる「 長野市公共交通活性化・ 再生協議会」（ 以下、

協議会） においてマネジメ ント し ていき ます。  

 

（ ２ ）  マネジメ ント の概要 

マネジメ ント の概要と 主な内容を以下に示し ます。  

 

図表 77 地域公共交通のマネジメ ント の概要 

 中長期の地域公共交通マネジメ ント  短期的な地域公共交通マネジメ ント  

目的 
本計画全体の成果を評価し 

次期計画に反映する 

各事業の利用状況等を共有し、 

事業の見直し等につなげる 

評価主体 協議会 各事業主体 

評価時期 本計画の最終年度 毎年 

目標 本計画全体の目標 各事業主体が事業計画で定める目標 

評価の対象 計画全体 各事業 

 

●中長期の地域公共交通マネジメ ント の主な内容： 全市的な視点から のマネジメ ント   

・ 全市的な視点から 地域公共交通全体のあり 方の検討と 導出 

・ 地域公共交通のあり 方を 実現する公共交通体系の再整備案の導出の実施 

 

●短期的な地域公共交通マネジメ ント の主な内容： モニタ リ ング 

・ バス路線の運行改善に向けたモニタ リ ング（ 利用状況の把握／改善案導出）  

・ 利用環境整備・ 利用促進事業等の進捗管理／評価・ 検証・ 改善案の導出 

 

本市においては、 地域公共交通のマネジメ ント は、 行政がリ ーダーシッ プをと り つつ、 市民、

交通事業者、 長野県や国などの関係機関と 連携・ 調整を行いながら 、 進めるも のと し ます。  

 

（ ３ ）  マネジメ ント サイ ク ル 

１ )  中長期的な地域公共交通のマネジメ ント サイ ク ル 

本計画で定めた地域公共交通のあり 方や整備・ 維持の方針は短期的に変化するも のでは

あり ません。 し かし 、「 移動」 に関する技術革新が急速に進んでいる状況や交通事業者での

路線維持が難し く なっ てき ている 現状においては、 柔軟に計画を見直し ていく こ と が求め

ら れます。 特に公共交通体系については、 状況に併せて路線種別の変更などを行っ ていく

必要があり ます。  

また、 計画最終年度においては、 協議会が中心と なり 本計画の総括を行い、 改善点等を
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次期計画に反映さ せるも のと し ます。  

 

２ )  短期的な地域公共交通のマネジメ ント サイ ク ル 

本計画が確実に実施さ れていく ために、 P61～75 に示さ れた各事業主体が、 毎年度年次

事業計画を 策定し 、 当該年度で実施する事業内容及び目標（ 目標値） などを設定し 、 協議

会において審議・ 承認を 行います。  

各事業主体は、 承認さ れた年次事業計画に基づき、 事業を 実施し 、 その結果について評

価・ 検証及び改善点を導出し 、 翌年度の年次事業計画に反映さ せる も のと し ます。  

 

図表 78 年次事業のマネジメ ント サイ ク ル 

ＰＤＣＡ 内容 時期 

計画作成 
本計画及び前年度評価・検証結果にもとづいて年次事業計画を策定 
年次事業計画は、協議会において審議・承認する 4～5 月 

実施・共有 
年次事業計画に基づき事業を実施 

運行状況／事業実施状況の共有 
通年 

10 月 

評価・検証 
バス路線評価：利用状況（OD、利用者数／乗車密度）等から各路線の課題を導出 

その他の事業評価：事業の進捗／目標値等から当該事業の課題を導出 3～4 月 

改善案導出 
評価・検証で明らかになった課題をもとに次年度以降の改善策を導出 

次年度の年次事業計画へ反映 4～5 月 

 

（ ４ ）  バス路線評価の詳細（ 施策１ に対する評価手法）  

短期的な地域公共交通マネジメ ント の中心になるのは、「 施策１ ： 公共交通のネッ ト ワーク 再

構築･運行」 における各路線の評価、 見直し です。  

市が関与するバス路線、 交通事業者が運行する民間バス路線では、 評価手法が異なるため、 そ

れぞれの手法について以下に記載し ます。  

 

１ )  市が関与するバス路線の評価手法 

市が関与するバス路線に対する路線評価は以下のよう に実施し ます。  

 

・ 対象路線の抽出： 前年の利用実績等（ ※１ ） から 毎年度改善が必要な路線を 抽出 

・ 見直し 内容： 運行方法、 運行経路、 運行便数（ 時間帯）  

・ 見直し 方法： 見直し 基準と なるデータ を整理し た後、 路線関係者（ ※２ ） と 共有 

       データ に基づき 、 関係者内で改善案を検討 

・ 見直し 期間： 地域の実情に応じ て、 検討期間、 見直し 案実施時期を決定 

※１ ：「 長野市コ ミ ュ ニティ バス等の運行方法見直し 基準」 等を参考に抽出。  

ただし 、 地域の状況（ 地域におけるバス交通の必須性／公共性・ 公益性） など質的な基準も 勘案の上、

見直し 対象路線を 抽出する。  

※２ ： 自治協議会、利用者、交通事業者、行政などを想定。路線によっ て関係者が異なるため、路線毎に設定。  
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２ )  民間バス路線の評価手法 

民間バス路線は交通事業者の責任において運行し ている 性質上、 その評価・ 改善は当該

交通事業者が主体的に行う こ と になり ます。  

し かし 、 民間バス路線も 本市の公共交通網を形成する重要な路線です。 よっ て、 協議会

において一体的に公共交通網をマネジメ ント し ていく ために、 民間バス路線の利用状況や

今後の見通し 等を 協議会において定期的に共有し ます。 こ れにより 、 公共交通網の全体最

適及び維持に向けた討論を行う 土台を形成し ます。  

 

（ ５ ）  その他の事業の評価手法（ 施策２ ～４ に対する評価手法）  

施策２ ～４ における事業については、 事業毎に目的、 実施方法、 成果、 目標（ 目標値）

を設定し 、 年次事業計画に盛り 込みます。 こ の年次事業計画に記載さ れる目標の達成状況

の評価を行い、 その結果を踏まえ改善案を導出するも のと し ます。  

評価は市が実施する事業については確実に行い、 市以外の主体（ 交通事業者や自治協議

会等） の実施事業については、 極力評価を行う も のと し ます。  


